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事 務 所 だ よ り  

 
 

平成３１年 ３月号 

 

外国人労働者の受け入れ拡大を図るべく新しい在留資格「特定技能」を創設した出入国管理

及び難民認定法が成立し、平成 31 年 4 月 1 日より施行されます。深刻な人手不足が深刻化し

ている今日において外国人労働者を雇用又は雇用を予定している事業者さんのためにも今月

号と来月号にてご紹介したいと思います。 

◇ 技能実習制度とは 

外国人技能実習制度とは、外国人の労働者を一定期間日本国内

で技能実習生として雇用し、さまざまな分野の技能を習得して

もらおうとする制度のことを言います。特に発展途上国の

経済面・技術面の発展を担う人材を育成するために

制定されたものであると同時に、日本国内で人手不足

となりつつある産業を支えるために、外国人の労働者

に働いてもらうという側面もあります。 

平成 29 年 11 月 1 日から技能実習法が施行され、これまで外国人の日本国内での労働については、いわ

ゆる「入管法」やそれに関する省令を根拠として実施されてきましたが、技能実習法やその関連法令が

制定されるにあたり、外国人の労働に関する多くの部分が技能実習法令の中で規定されるようになり、

新しい外国人技能実習制度は、開発途上地域などへの技能や知識の拡充を図り、その経済

発展を担う人材育成に協力することを目的としています。これまでの技能実習制度とはちがっ

て、監理団体や実習実施者を許可制や届出制とすること、技能実習生の人権を保護することや労働基準

関係法令の順守を徹底するために、不正行為に対しては「許可・認定の取消し」「業務停止命令」「改

善命令」へと罰則が強化されました。また、監理団体名・実習実施者名も公表することになっています。 

◇ 技能実習の区分と在留資格について 

企業単独型と団体監理型では、それぞれ技能実習の区分と在留資格が異なり、主に入国

後 1 年目の技能などを習得する活動（第 1 号技能実習）、2・3 年目の習得技能をさらに

習熟させるための活動（第 2 号技能実習）、4・5 年目の技能をさらに熟達する活動（第

3 号技能実習）の 3 つに分けられます。実習生は日本に入国するとまず日本語の教育や実

習生自身が法的保護を受けるために必要となる講義を受けた後、受け入れ先の機関に雇用

され、現場で技能を修得するための活動を行います。その後、技能の修得が一定の水準に

達すると、上述の第 2 号技能実習の在留資格への変更が許可され、最長 

3 年間の実習が可能となります。さらに新制度のもとで新たに新設された 

技能実習 3 号の在留資格を得ると、優良性が認められる監理団体等に 

限って、最長 5 年間まで技能実習を認められることになります。     

 ～次月号で外国人技能実習の流れと問題点をご紹介します！～  
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平平成成 3311 年年度度のの協協会会けけんんぽぽのの保保険険料料率率はは 33 月月分分（（44 月月納納付付分分））かからら改改定定！！    

平成31年度の協会けんぽの健康保険料率及び介護保険料率は、本年3月分（4月納付分）か

らの適用となります。 九州各県の保険料率は以下の通りです。 

 平成 30 年度 ↑：引上げ  ↓：引下げ 平成 31 年度 

福岡県 １０．２３％ ↑ １０．２４％ 

佐賀県 １０．６１％ ↑ １０．７５％ 

長崎県 １０．２０％ ↑ １０．２４％ 

熊本県 １０．１３％ ↑ １０．１８％ 

大分県 １０．２６％ ↓ １０．２１％ 

宮崎県 ９．９７％ ↑ １０．０２％ 

鹿児島県 １０．１１％ ↑ １０．１６％ 

沖縄県 ９．９３％ ↑ ９．９５％ 

※40 歳から 64 歳までの方は、上記に全国一律の介護保険料率（1.73％）が加わります。  

お遍路にて～第 146 回～  働き方改革シリーズ（３） 

えっ？！ 今度のゴールデンウィークは９連休なの？ 

 巷では、さも 9 連休のように騒いでいるようですが、実はそうではありません。 

 特に、業種によっては、顧客や利用者様、なかんずく医療機関では患者様の利便性を考えて、とても

9 連休など出来ないとの相談が多くあります。 労働基準法では、国民の祝日や振替休日を休みにしな

ければならないとはなっていません。「1 週 1 日または 4 週 4 日」（労基法第 35 条）としか規定はない

のです。ただ、一般的な就業規則の規定で、「休日は日曜日、国民の祝日」と定めている場合が多いと

思います。今年の 5 月 1 日は特例法で祝日と定められました。国民の祝日に関する法律では、「祝日と

祝日の間の平日は振替休日とし、祝日が日曜の場合は翌日の月曜を振替休日とする」との趣旨の規定が

有ります。その結果、4 月 30 日と 5 月 2 日は祝日に挟まれたので振替休日となり、5 月 6 日月曜日も振

替休日となりました。しかし、この振替休日は先の就業規則では「休日」ではないので、勤務日となり

ます。4 月 30 日、5 月 2 日、6 日は勤務して頂いても、割増賃金や代休など与えなくても法的には問題

ありません。 また、5 月 1 日も含め 3 日間を勤務日したいのであれば、祝日の 1 日と 6 日を入れ替え

て、1 日の代わりに 6 日を休日にする方法もあります。 

 年次有給休暇 5 日以上の強制付与義務とは？ 

 年次有給休暇を 1 年間に 5 日の取得させなければならなくなりました。４月 1 日以降新たに年休の付

与（当年度 10 日以上の場合ですので勤務日の少ないパートの場合は要注意）が始まる従業員様から適

用されます。会社によっては、「休日は日曜日、国民の祝日（振替休日も含む）」との規定をしている会

社もあります。では、うちの会社は 9 連休なの？！いえいえそうでもないのです。 

これらの解決方法としては、①就業規則を変更して振替休日を勤務日とする、②その上でその勤務日

を年休の上乗せとして加算し従業員様の不利益を回避する、③上乗せ加算した年休を計画付与として取

得させる、ことで年休 5 日の強制付与義務の履行も容易になります。具体的には、4 月 30 日、5 月 2

日、6 日の振替休日を勤務日とするとの従業員様との合意をとり、更に 3 日間を年休に加算して特別年

休として与え、結果的には 6 日間の公休（日曜＋祝日）と 3 日間の年休で 9 連休、というものです。 

 この方法は、就業規則の変更や従業員様との労使協定も締結する必要が有りますので、早めのご相談

をお願いいたします。従業員の皆さんにも、ご不満はございましょうが、お客様あっての会社、会社あ

っての皆さんですので、何卒ご理解、ご協力をお願い申し上げます。 


